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要約

近年において，外国子会社合詐税制(以下.rタックス・ヘイプン対策税制」という。)が適
用されたことにより.納税者から課税当局に対し不服巾し立てを行うケースが多く見受けられ

る。その争いの原因の一つには，企業が中国特有の事業形態を採用したことにより.タック

ス・ヘイプン対策税制の適用除外基準の枠からはみ出したものと課税当局に判断され，課税の

対象となることが挙げられる。本稿では，タックス・ヘイブン対策税制の適用除外基準に該当

しない場合において租税回避行為が確認されるのかを，来料加工貿易の事案を基に論議する。
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はじめに

中国は「世界の工場」と言われるほどに加工貿

易が盛んに行われており.とりわけ華南地区にお

いては群を抜いている。近年では，香港および華

南地区における中国の主要加工貿易のーっとされ

る来科加工が話題となっており，課税当局より

タックス・ヘイブン対策税制の適用に基づく更正

処分を受ける例がいくつか出ている。なお，国税

不服審判所の裁決が下され.訴訟に発展した事案

が存在している o

本研究は，来科加工貿易を巡り，原告である納

税者の主張が棄却された裁決事例を基に，タック

ス・ヘイブン対策税制の適用の判定における問題

を明らかにしたうえで，本税制の適用除外基準に

該当しない場合における租税回避行為の認識につ

いて検討するものである。そこで.タックス・ヘ

イブン対策税制の趣旨を踏まえたうえで，来料加

工貿易の事案について考察する。

1 来料加工貿易を巡る裁決事例として，大阪国税不服審
判所平成16年6月16日裁決(大裁(所)平15第96号)が
ある。

1 タックス・ヘイブン対策税制の趣旨

タックス・ヘイブン対策税制は，軽課税固に

ペーパー会社等を設立し利益を留保するといっ

た租税回避行為の防止を目的とするものであり，

企業の合理的な海外投資活動を阻害するものでは

ない。タックス・ヘイブン対策税制を導入提言し

た昭和52年の政府税制調査会答申においても，

「正常な海外投資活動を阻害しないため，所在地

図において独立企業としての実体を備え.かつ，

それぞれの業態に応じ.その地において事業活動

を行うことに十分な経済合理性があると認められ

る海外子会社等は適用除外とする。Jと述べてい
る。

わが国の企業が海外に進出し正常な活動を行う

うえにおいて，相手国が軽課税固という理由のみ

で不公平な取り扱いを受けることは，タックス・

ヘイブン対策税制の趣旨とは反するものである。

よって.わが国の企業が正常な海外投資活動を行

えるよう，タックス・ヘイプンとされる国におけ

る海外子会社等においても，独立企業としての実

体を備え，かつ，事業活動を行うことに十分な経



済合理性があると認められるものには，タック

ス・ヘイブン対策税制は適用されない。

本税制の適用除外基準の目的は，軽課税固に子

会社を設立した個人または法人のうち，正常な海

外活動を行うものに対しては合算課税の対象とし

ないことである。しかし経済的合理性があり租

税回避を意図しない取引であっても，適用除外と

される基準を満たさない限りタックス・ヘイプン

対策税制は適用されるため，わが国と所在地図と

の問において国際的な二重課税の問題が，実質的

に生じることとなる。タックス・ヘイプン対策税

制の適用除外とされる基準の認識が，納税者と課

税当局では相違するため，問題が生じているのが

現状である。

2 来料加工貿易の事案

原告である X1株式会社(以下.rx 1 Jとい
う。)は，大手の電機製造会社である。 X1の

100%子会社である香港のX2法人(以下.r香
港X2Jという。)は，中国の華南地区工場にお

いて来科加工を行っている 20 X 1は香港X2を

製造問屋に該当するとし本税制の適用を受けな

いものとしていた。しかし課税当局は，香港X

2と華南地区工場を一体のものとみなし香港X

2を製造問屋ではなく.製造業に該当するものと

判断した3。その結果.特定外国子会社の主たる

事業を，製造業に分類されることでタックス・へ

イプン対策税制の適用除外基準を満たさないと

し所得税の更正処分および過少申告課税の賦課

決定処分を受けることとなった。

3 来料加工貿易とタックス・ヘイブン対

策税制の適用除外基準との関係

通常においてタックス・ヘイブンとされる固ま

たは地域でビジネスを行っている場合，適用除外

基準である事業基準，実体基準，管理支配基準，

非関連者基準または所在地国基準のすべてを満た

2 香港は，中国領土の一部でありながら経済および社会
制度上において中国本土とは別の地域として運営する

「一国二制度体制」をとっている。当時の中国の企業所

得の基本税率は33%であり，香港の事業利得税は16%-

17.5%を推移していた。我が国では当時 f25%以下基準」

が適用されており，中国における租税負担割合が25%超

であったが，香港における租税負担割合が25%以下であ

り特定外国子会社等に該当することとなった。

3 日経産業新聞.2008年7月3日。

すときは何も問題は生じないが，特殊な事業展開

のために適用除外基準の枠からはみ出す場合があ

る。

来料加工取引を行う香港X2の業種が製造問

屋と認定される場合には.適用除外基準の非関連

者基準により，売上げか仕入れのどちらか一方が

50%を超える非関連者との取引である場合，タッ

クス・ヘイブン対策税制は適用されない。しか

し香港X2と華南地区工場の両社が一体とし

て製造業を営んでいると認定された場合には，香

港は中国の行政上，独立行政地区であるため，工

場が本庖所在地である香港にはないものとされ，

適用除外基準の所在地国基準を満たさないことと

なる。よって，製造業を主として本庖所在地図以

外で、行っていると認定された場合には，タック

ス・ヘイプン対策税制が適用されることとなる。

4 来料加工の特徴

来料加工は，その特徴として「①外貨で原材料

を購買する必要がない，②外国企業側が原材料を

無償支給する，③外国企業側が完成品販売に責任

を持つ，④原材料および完成品の所有権は外国企

業側に帰属し来料加工工場には処置の権限はな

い，⑤外国企業側の請求どおり加工し組立する，

⑥来料加工工場は加工賃だけ受け取り，損益の責

任は負わない。損益の責任は外国企業側が負担す

る，⑦完成品の輸出には.輸出許可証が必要な

い，⑥専門の貿易会社を通じて，外国側と契約を

締結する，⑨自社の通関士がいないJ4が挙げら

れる。

来料加工の最大のメリットは，製造コストを削

減することである。来料加工を行う企業は工場を

建てるための出資が不要なうえ，資金面における

リスクを低く抑えることができる。原料等の無償

供給者と製品の輸出相手先は，海外に所在する同

一企業(中国での囲内販売は不可とされている。)

であり，来料加工においては原則として加工賃の

みの決済となる。

本件は，香港X2の業種が争点となっている

ことから，いずれの事業が主たる事業であるかを

来料加工の特徴を踏まえたうえで判断すべきと考

える。

4 述蓮『貿易実務のプロが教える中国委託加工のすべ

てJ(NNA， 2004年)51頁。



5 日本標準産業分類における業種
租税特別措置法通達66の6-17において，特定

外国子会社等の営む事業が非関連者基準または所

在地国基準のいずれに該当するかは，原則として

「日本標準産業分類(総務省)J5の分類を基準と

して判定するよう規定している。この総務省が定

める日本標準産業分類では，製造業を「新製品の

製造加工を行う事業所であること」および「新製

品を主として卸売する事業所であること」の条件

を備えた事業と定義付けている。また，却売業の

事業所の業態による分類においては，却売業を

「却売商，産業用大口配給業，却売を主とする商

事会社，買継商，仲買人，農産物集荷業，製造業

の会社の販売事務所，貿易商など」と定義し，製

造問屋を「自らは製造を行わないで，自己の所有

に属する原材料を下請工場などに支給して製品を

つくらせ，これを自己の名称で却売するもの」と

定義付けている。このことから，製造問屋は，却

売業の事業所の業態による分類において定義付け

られているため，製造業には属さず，却売業に分

類されることが確認できる。

製造問屋であるか否かについては，日本標準産

業分類で定義されている「自らは製造を行わない

で」という一文が問題となる。 X1は「自らは製

造を行わないで」という一文について，香港側で

作成した製造企画書に基づいて華南地区工場で製

品をつくらせる委託加工を行っていることを主張

し香港X2を製造問屋に認定されるものとし

た。一方，課税当局は「自らは製造を行わない

で」という一文について，香港X2が華南地区

工場の経営管理を実質的に行っていると事実認定

したうえで自らの計算と負担で、主体的に行ってい

ると認められることから，香港X2を製造問屋

ではなく製造業に該当するものと判断した。

6 考察

6. 1 納税者の予測可能性

本税制の適用除外基準の目的から分かるよう

に，軽課税固において事業活動を行っている法人

5 総務省「大分類F一製造業J
http://www.stat.go.jp/index/seido/sangyo/pdflsan3f. 
pdf (閲覧日:2010年9月15日)
総務省「大分類J一卸売・小売業」
http://www.stat.go.jp/index/seido/sangyo/pdflsan3j. 
pdf (閲覧日:2010年9月15日)

において，単に「軽課税国に存在するJという理

由のみで課税対象とされてはおらず，不公平な取

扱いをされるものではない。しかし資金調達や取

引形態が多様化する中，タックス・ヘイプン対策

税制の適用除外基準を実務上において対応させる

ことが困難となっており，課税範囲が不明瞭なも

のになりつつあるといえる。

来料加工貿易という特殊なケースでは非関連者

基準と所在地図基準のどちらが適用されるかとい

う明確な基準がなく，さらには香港X2におけ

る課税範囲が不明瞭であるため，このような不確

実性のうえで課税当局の解釈がなされたことが，

当該事案における問題提起の要因になったものと

思われる。本件をかんがみるに，現行のタック

ス・ヘイプン対策税制の適用除外基準は，納税者

の予測可能性が高いものとは言い難い。

6.2 業種の判断

当該事案の裁決結果に対し橋本 (2006)は「こ

こでの事業の種類は，原則として日本標準産業分

類に基づいて判定するものであるが，同分類に基

づく判定について，適用除外の趣旨に沿わないな

ど疑義があるときは，制度の趣旨に沿ったところ

でその事業を判定することとなろう。そして，広

東型来料加工を行う香港子会社については， 日本

標準産業分類および制度の趣旨のいずれからみて

もその事業は製造業として適用除外に当らないと

いえよう。J6と述べている。さらに.秋元 (2007)
は「仮に香港子会社が中国工場に無償で製造設備

を提供し，生産ラインを設置するとともに，技術

者を中国工場に派遣し香港側で作成した製造企

画書に基づいて製造の指示・管理を行っている場

合は，正に製造という行為色香港ではなく，こ

れとは異なる地域である中国で行っているという

ことになろうとかと思われます。rと述べたうえ
で，このような取引形態においては，適用除外基

準の一つである所在地図基準を満たしていないも

のと判断し橋本 (2006)と同様に当該事案に対

6 橋本秀法「来科加工とタックスヘイプン税制Jr税大
論叢j第52号， 2叩6年6月， 423頁。
http://www.nta.go.jp/ntc/kenkyu/ronsou/52105/ron. 
sou.pdf (閲覧日:2010年10月2日)
7 秋元秀仁「タックスヘイブン税制を巡る実務上の問題

点についてJr租税研究』第696号(日本租税研究協会.
2∞7年10月)110頁。
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しタックス・ヘイプン対策税制を適用するものと

結論付けている。

他方，当該事案に対しタックス・ヘイプン対策

税制を適用するべきではないとの意見も多い。宮

武 (2005)は. I来料加工は中国においては確立

した経営形態であって，中国政府の許認可制度も

来料加工に合わせて構成されており， しかも，製

造(加工)行為が中国側経営企業および加工企業

によってなされているという考えに基づいて構成

されている。J8と述べたうえで.I加工工場にお
ける製造行為を.来料加工契約を締結して加工工

場の運営に関与している香港法人が行っていると

みるのは，許容された実質主義の範囲を超えるも

のと考える。J9と結論付けている。また，品川

(2008)は「一般的な製造業と来料加工貿易は

まったく違う事業形態であることを強調したい。

それは，香港と中国の政治的な特殊の関係.バラ

ンスの上で，香港.華南といった特定の地域の中

で発展してきた独特のものである。単に『製造

業』として判断することはあまりにも短絡的であ

り，かつ強引である。JlOと述べ，宮武 (2005)と

同様に本件の裁決結果に反対している。なお品川

(2005)は.I仮に，中国工場を香港法人の工場で

あり事業であるというのであれば，課税対象留保

金額も中国工場の収益を反映したものとすべきと

考えられる。中国工場を香港法人の自社工場とみ

なすのであれば，結果的に課税所得が増加するこ

とも考えられるが，理論的には中国工場もしくは

中国法人の所得も一体にみなすべきではないだろ

うか。Jl1と述べたうえで，実質的な自社工場を議

論する際に，課税当局が，このような論点につい

てf食言すしていないことを指摘している。

6.3 華南地区工場の形態

来料加工の特徴から確認できるとおり，来料加

8 宮武敏夫「タックス・ヘイプン対策税制と来料加工」
『国際税務j第25巻第12号(国際税務研究会， 2005年12
月)30頁。
9 宮武敏夫・前掲注 (8)30頁。
10 品川克己「来料加工貿易に対するタックス・ヘイプン
税制の適用について(下)Jr税経通信j第63巻第2号
(税務経理協会.2∞8年2月)214頁。
11 品川克己「タックスヘイプン対策税制の昨今の論点
一一個人投資家への適用，華南の来科加工貿易その他

J r国際税務j第25巻第12号(国際税務研究会，
2005年12月)14頁。

工貿易は，外国企業が華南地区工場に原材料の無

償支給および加工組立ての要求を行っており，原

材料および完成品の所有権は外国企業に帰属し，

華南地区工場には処分の権限はなく，さらには.

華南地区工場は加工賃だけを受け取り，損益の責

任は外国企業側が負担することとなっている。こ

れらの来科加工の特徴をかんがみると，確かに，

香港X2が製造問屋に該当するものとみるのは

難しいかもしれない。

しかし宮武 (2005)は，来料加工における華

南地区工場を「郷鎮企業Jである可能性を指摘し

ており. I郷鋲企業たる来料加工工場は，それが

村政府であろうと村政府が運営している公司(会

社)であろうと.香港法人とは別人格でそれが製

造に従事するから，香港A法人は委託加工を行っ

ていることになる。JI2と述べている。華南地区工

場では，郷鎮企業による委託加工製造を行うこと

が多い。郷鎮企業とは，一般に社隊企業(人民公

社と生産大隊の資金と労働を基礎とした集体所有

制企業)が.1984年中国国務院農牧漁業部によっ

て郷鎮企業と名称変更されたものである13。郷鋲

企業は企業家型郷鋲企業(都市型)と，郷鎮政府

主導型郷鎮企業(農村型)の2つに類型すること

ができるが，存在形態，規模および性格等は非常

に多様であるといわれている140

来料加工が我が国には存在しない企業形態にお

ける加工取引であるため，我が国の日本標準産業

分類で定義されている製造業と製造問屋のどちら

に該当するのかを判断することは，極めて困難を

要するものである。香港X2と華南地区工場が

別の人格であることを考慮すると，日本標準産業

分類で定義されている「自らは製造を行わない

で」の一文に対し.I自らは製造を行っていない」

と言う X1の主張を完全には否定できないもの

と判断する。当該裁決では.実質的な判断により

華南地区工場と香港X2を.I製造をーにするも

の」としたが，華南地区工場自体の資金源，存在

形態及および性格等といった議論がなされていな

U 、。
よって.X 1の主張を完全には否定できないも

12 宮武敏夫・前掲注 (8)23頁。
13 上野和彦『現代中国の郷鋲企業J(大明堂， 1993年)
7頁。
14 上野和彦・前掲注(13)158・159頁参照。
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のである以上.課税当局の判断を私法上の真実の

法律関係を逸脱した実質主義であると考えるた

め，来料加工貿易の事案における裁決結果は，納

税者の法的安定性および予測可能性を著しく損な

うものであると判断する。

6.4 租税回避防止のための税制上の論点

橋本 (2006)は.r企業としては経済合理性の
ある取引として軽課税国に子会社を設立して取引

を行ったとしても，それが適用除外要件に該当せ

ず，かつ，当該子会社に利益を留保したときに

は.そこに租税回避の側面を見出すことと本税制

では考えており，広東型来科加工を行っている内

国親会社に対して外国子会社合算課税を適用する

のは制度の趣旨に沿ったものといえる。J1Sと述べ

ている。また秋元 (2007)は.n租税回避行為の
認定がないと本税制は適用されないのかけとい

う聞いに対しあえて回答するとすれば，好まし

くない表現かも知れませんが，適用除外とならな

い外国子会社との取引については，ある意味税制

上の租税回避が推認されるという理論も成り立つ

わけです。J16と述べている。

タックス・ヘイプン対策税制の適用除外基準に

該当しない場合において.r租税回避の側面を見
出す」あるいは「租税回避が推認される」とする

見解には疑義を抱く。金子 (2010)は，租税回避

を「私法上の選択可能性を利用し，私的経済取引

プロパーの見地からは合理的理由がないのに，通

常用いられない法形式を選択することによって，

結果的には意図した経済的目的ないし経済的成果

を実現しながら.通常用いられる法形式に対応す

る課税要件の充足を免れ，もって税負担を減少さ

せあるいは排除することJ17と述べている。つま

り租税回避とは，異常な法形式を選択することに

より，通常であれば負うべき税負担の減少を図る

ことといえる180

来料加工貿易は，私法上の選択可能性の自由を

濫用し，租税負担を軽減することを主たる目的と

したものではないと解釈できる。本税制の適用除

15 橋本秀法・前掲注 (6)421頁。
16 秋元秀仁・前掲注(7)98頁。
17 金子宏『租税法(第15版)J(弘文堂.2010年)114-115頁。
18 品川克己「来科加工貿易に対するタックス・ヘイプン
税制の適用について(上)Jr税経通信』第63巻第1号
(税務経理協会.2∞8年1月)198頁参照。

外基準は，正常な海外投資活動を阻害しないため

に設けられた基準であるが.来料加工貿易のよう

な特殊な取引形態により，課税当局の日本標準産

業分類の解釈により製造問屋に該当しないと判定

されたことにより適用除外基準に該当しないとし

租税回避の側面を持つという見解を示すことは.

納税者の税務行政に対する信用の希薄化に繋がる

ものと考える。

納税者からしてみれば，その事業が却売業(製

造問屋)か製造業かということで全く異なる課税

を受けるということは理解しがたい19ものであ

り，特殊な取引形態により適用除外基準に該当し

ないことを理由に租税回避の側面を持つものと判

断されることには，当然納得できないものと思わ

れる。よって，当該事案のように本税制の適用除

外基準に該当しない場合において.r租税回避の
側面を見出す」あるいは「租税回避が推認され

る」とする考えに反対である。

7 今後の方向性

本稿においてタックス・ヘイブン対策税制の適

用除外基準を対象とする来科加工貿易の事例研究

を行った結果，タックス・ヘイプン対策税制の適

用除外基準に該当しない場合において，租税回避

行為が必ずしも確認できるとは言いがたいと判断

する。来科加工貿易のように経済的合理性があっ

たとしても，本税制の適用除外基準を満たさない

限り，本説制は適用されてしまうというのが現状

である。当該事案のように，製造業か製造問屋か

といった業種の判断を中心に争われたケースにお

いて，本税制の適用除外基準を満たさないことで

「租税回避の側面を見出す」あるいは「租税回避

が推認される」とされることは，むしろ本税制の

趣旨を逸脱した課税であるとの裏付けになるもの

と考える。

高橋(1979)はタックス・ヘイプン対策税制の

創設にあたり，本税制の適用範囲に関して「これ

らのいずれの基準も総合判断に依存する面が強

く，具体的な運用において今後経験が積み重ねら

れるにつれて納得的な判断基準が形成されていく

こととなろう。j20と述べているが.この一文に対

19 佐藤栄一「タックス・ヘイプン対策税制の実務問題」

『税務弘報j第54巻第5号(中央経済社.2006年5月)
153頁。括弧内は筆者加筆。
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し安部 (2007)は「残念ながら.企業の経済取引

の急速な変化に対して，税制改正や通達等の発遣

は遅々として進んでいないと感じている納税者や

実務家は少なくないだろう。J21と述べており，さ

らに「これは課税庁のみの問題ではなく，納税者

や実務家の側からも積極的に問題の所在を提示

し，関係各方面の認識を高める地道な努力が求め

られると思われる。J22と，今後の方向性を示して

いる。

安部 (2007)と同様に，資金調達や取引形態が

多様化する今日においては，本税制の適用要件お

よび本税制の適用除外基準が実務上では対応が困

難となっており，税制改正や通達等の発遣は.企

業の経済取引の急速な変化に追いついておらず，

運用方法や課税範囲が不明瞭なものになりつつあ

るのが現状であると判断する。ゆえに，課税当局

側そして納税者側から積極的に問題の所在を提示

し関係各方面の認識を高める必要がある。

来料加工貿易は特殊なビジネス形態ではある

が，コストメリットの観点等においても有用性が

高く，今後においても利用されることが多くなる

ものと推察するため，本税制の適用除外基準の抜

本的な見直しを行わない限り，来料加工貿易の事

案のように納税者と課税当局の争いは消えないも

のと判断する。

おわりに

今後においても.新たにタックス・ヘイブン対

策税制の適用が検討されるような特殊なビジネス

形態が生じる可能性も少なくないであろう。ま

た，タックス・ヘイブン対策税制は移転価格税制

と並び，企業ビジネスにおける租税を含む事業コ

ストの最適化戦略と密接に関わってくるため，

タックス・ヘイプン対策税制の研究は.ますます

重要になるものと考える。この研究を通じ，特殊

なビジネス形態の採用等の変化に対応が尽くされ

ていない現行の税制の枠内における課税当局の裁

量的な税制の適用ではなく，納税者の予測可能性

20 高橋元『タックス・ヘイプン対策税制の解説J(i青文
社. 1979年)97頁。なお高橋は，タックス・ヘイプン対
策税制の立法担当者である。

21 安部和彦「タックスヘイプン対策税制の適用範囲一一
キャドバリー・シュウェップス事件の欧州裁判所判決等
を手がかりにして一一Jr税務弘報j第55巻第11号(中
央経済社.2007年10月)66頁の脚注520
22 安部和彦・前掲注 (21)66頁。

を視野においた租税法律主義に基づくさらなる適

用要件および適用除外基準の明確化と，その適切

な運用を強く求める。新規の市場開拓を目的とし

た我が国の企業の海外進出は加速しビジネス形

態も不断に変化していくものと予測されることか

らも，早急な税制議論およびさらなる研究蓄積が

必要であることを，来料加工貿易の事案は示唆し

ている。
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